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３　マイナンバーカードの普及促進について
[bookmark: _GoBack]
	　マイナンバーカードの交付が始まり５年が経ったが、未だ国民全体が持つには至らず、様々な場面で行政と国民の間でデジタル化の遅れが表面化してきている。
本年９月より、マイナンバーカードの利用拡大に向けた取組などをデジタル庁が担うこととなり、今後の本格的なカードの普及に期待を寄せている。そのような中、わが党は、マイナンバーカードの普及と消費喚起を進めるため、一人当たり最大３万円分のポイント付与を掲げ、政府との協議を重ね、マイナポイント第２弾が閣議決定された。
　また、１０月からはマイナンバーカードの健康保険証利用が始まり、県内では２３７の医療機関・薬局が登録している。企業団体等の政策要望では、医療機関におけるマイナンバーカードの利用促進、薬局とのシームレスな薬剤情報の利用などに期待する声があった。また、消防庁は、将来、患者の個人情報確認にマイナンバーカードを活用する考えを示すなど、利活用の在り方について検討が始められているが、その普及、利用は緒に就いたばかりである。
　山口県でのマイナンバーカードの交付率は、全国７番目と高い位置にあるが、県行政のデジタル化推進にも資するマイナンバーカードの普及促進にどのように取り組む考えか、所見を伺う。


　次に、マイナンバーカードの普及促進についてのお尋ねにお答えします。
　マイナンバーカードは、行政窓口等における本人確認など、身分証明書としての利用のほか、搭載された個人認証機能により、インターネット等によるオンライン手続や、コンビニ等での各種証明書の交付サービスなどにおいて、安全・確実に本人確認を行うために利用されています。
　コロナ禍を契機として、国や地方の行政手続やサービスのオンライン化がスピード感を持って進められる中、オンラインでの公的個人認証の役割を担うマイナンバーカードの普及促進は、社会全体のデジタル化を推進する上で、その重要性が増しているところです。
　しかしながら、本県のマイナンバーカードの交付状況は、全国７位と、相対的に高水準にあるものの、県民の４割程度の交付に留まっています。また、市町ごとの交付率にも差があることから、私としては、全県的に取得に向けた取組を強化していく必要があると考えています。
　一方、国は、令和４年度末までにマイナンバーカードをほぼ全国民に行き渡らせるため、この度の国の経済対策において、お示しの第２弾のマイナポイントの付与や、マイナポータルの利用環境の改善などを進め、更なる普及促進を図ることとしています。
　こうした国の取組は、カード取得の大きなインセンティブとなることから、本県においても、この機を捉え、市町等としっかりと連携しながら、取得の促進と、取得のメリットともなるカードの活用を拡大するための取組を積極的に進めていきたいと考えています。
　まず、カードの取得促進に向けては、県と全市町で構成する連携会議で、市町に取得状況を踏まえた働きかけを行うとともに、県下や全国の効果的な取組等に係る情報共有を図ってまいります。
　また、国のマイナポイント事業とも連携しながら、ホームページやＳＮＳ、広報誌等を活用した広報に取り組むとともに、デジタルデバイド対策として実施する高齢者向けのスマホ教室など、様々な機会を通じて、カードの取得や活用の方法等を紹介し、取得の拡大につなげたいと考えています。
　カードの活用の拡大に向けては、連携会議に設置したワーキンググループにより、特に住民にとって利便性が高い子育てや介護などの行政手続について、できるだけ早期にマイナポータルによるオンライン申請が可能となるよう、市町の取組を支援してまいります。
　これらの取組に加え、国に対しても、私が本部長を務める全国知事会デジタル社会推進本部を通じて、各種免許証等との一体化など、国民がマイナンバーカードの利便性向上を実感できる取組を確実に進めるよう、引き続き要請を行ってまいります。
　私は、行政のデジタル化の推進、そして、本県のデジタル社会実現の基盤ともなるマイナンバーカードを広く県民の皆様に行き渡らせることができるよう、国や市町ともしっかりと連携をしながら、普及促進に向けた取組を積極的に進めてまいります。




